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比 較 貸 借 対 照 表             
（単位：千円未満切捨） 

当 期           

（平成12年６月30日現在） 

前 期           

（平成11年６月30日現在） 

比 較 増 減 

（ △ は 減 ） 

期  別 

 
 

科  目 
金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 

  ％  ％  

（ 資 産 の 部 ）      

流 動 資 産             1 4 , 7 3 9 , 5 5 2  43.3 1 0 , 4 8 1 , 9 0 4  46.0 4 , 2 5 7 , 6 4 8  

 現 金 及 び 預 金 2,398,729  2,991,296  △592,567 

 売 掛 金 477,977  364,568  113,408 

 有 価 証 券 1,795,146  510,849  1,284,297 

 商 品 9,166,711  6,307,748  2,858,962 

 前 払 費 用 369,493  221,532  147,960 

 未 収 入 金 55,843  45,280  10,562 

 前 払 金 176,098  15,350  160,748 

 繰 延 税 金 資 産 159,775  －  159,775 

 そ の 他 142,844  28,171  114,673 

 貸 倒 引 当 金 △3,067  △2,893  △173 

固 定 資 産             1 9 , 2 8 5 , 4 3 9  56.7 1 2 , 2 9 7 , 9 4 3  54.0 6 , 9 8 7 , 4 9 5  

 有 形 固 定 資 産             1 3 , 7 3 2 , 0 2 7  40.4 8 , 5 2 1 , 9 7 2  37.4 5 , 2 1 0 , 0 5 5  

 建 物 4,403,365  1,991,486  2,411,879 

 構 築 物 366,801  238,423  128,378 

 車 輌 運 搬 具 44,677  18,036  26,641 

 器 具 備 品 1,076,559  746,442  330,116 

 土 地 7,780,841  5,432,831  2,348,010 

 建 設 仮 勘 定 59,781  94,751  △34,969 

 無 形 固 定 資 産             9 1 0 , 7 0 9  2.7 8 0 2 , 3 6 4  3.5 1 0 8 , 3 4 5  

 借 地 権 792,000  792,000  － 

 電 話 加 入 権 10,364  10,364  － 

 ソ フ ト ウ ェ ア 108,345  －  108,345 

 投 資 等             4 , 6 4 2 , 7 0 2  13.6 2 , 9 7 3 , 6 0 7  13.1 1 , 6 6 9 , 0 9 4  

 投 資 有 価 証 券 396,822  140,070  256,752 

 関 係 会 社 株 式 70,300  65,600  4,700 

 関 係 会 社 出 資 金 29,800  －  29,800 

 長 期 貸 付 金 184,000  －  184,000 

 関 係 会 社 長 期 貸 付 金 －  100,000  △100,000 

 長 期 前 払 費 用 115,803  225,174  △109,370 

 敷 金 保 証 金 3,270,061  2,198,880  1,071,181 

 保 険 積 立 金 521,272  241,498  279,773 

 繰 延 税 金 資 産 52,537  －  52,537 

 そ の 他 3,300  3,300  － 

 貸 倒 引 当 金 △1,195  △916  △279 

資 産 合 計  3 4 , 0 2 4 , 9 9 2  100.0 2 2 , 7 7 9 , 8 4 8  100.0 1 1 , 2 4 5 , 1 4 4  
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                             （単位：千円未満切捨） 

当 期           

（平成12年６月30日現在） 

前 期           

（平成11年６月30日現在） 

比 較 増 減 

（ △ は 減 ） 

期  別 

 

 
科  目 

金 額 構成比 金 額 構 成 比 金 額 

  ％  ％  

（ 負 債 の 部 ）      

流 動 負 債             1 3 , 5 6 3 , 6 4 0  39.9 6 , 5 2 4 , 6 7 6  28.7 7 , 0 3 8 , 9 6 3  

 買 掛 金 5,832,861  3,819,527  2,013,334 

 短 期 借 入 金 3,000,000  －  3,000,000 

 一年内返済予定長期借入金 1,422,000  578,400  843,600 

 未 払 金 651,625  233,280  418,345 

 未 払 法 人 税 等 1,913,175  1,401,000  512,175 

 未 払 消 費 税 等 184,739  100,376  84,363 

 未 払 費 用 526,564  377,786  148,778 

 預 り 金 19,540  8,507  11,032 

 前 受 収 益 13,135  5,798  7,336 

固 定 負 債             2 , 0 0 0 , 5 0 6  5.8 7 3 9 , 9 5 6  3.2 1 , 2 6 0 , 5 4 9  

 長 期 借 入 金 1,887,600  676,600  1,211,000 

 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 55,914  49,601  6,312 

 そ の 他 56,992  13,755  43,237 

負 債 合 計  1 5 , 5 6 4 , 1 4 7  45.7 7 , 2 6 4 , 6 3 3  31.9 8 , 2 9 9 , 5 1 3  

（ 資 本 の 部 ）      

資 本 金             5 , 4 2 7 , 9 0 0  16.0 5 , 4 2 7 , 9 0 0  23.8 － 

資 本 準 備 金             6 , 7 4 3 , 0 3 0  19.8 6 , 7 4 3 , 0 3 0  29.6 － 

利 益 準 備 金             7 , 6 0 0  0.0 4 , 6 0 0  0.0 3 , 0 0 0  

そ の 他 の 剰 余 金             6 , 2 8 2 , 3 1 5  18.5 3 , 3 3 9 , 6 8 4  14.7 2 , 9 4 2 , 6 3 0  

任 意 積 立 金             2,600,000  1,100,000  1,500,000 

 別 途 積 立 金 2,600,000  1,100,000  1,500,000 

当 期 未 処 分 利 益             3,682,315  2,239,684  1,442,630 

資 本 合 計  1 8 , 4 6 0 , 8 4 5  54.3 1 5 , 5 1 5 , 2 1 4  68.1 2 , 9 4 5 , 6 3 0  

負 債 及 び 資 本 合 計  3 4 , 0 2 4 , 9 9 2  100.0 2 2 , 7 7 9 , 8 4 8  100.0 1 1 , 2 4 5 , 1 4 4  
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比 較 損 益 計 算 書             
 

（単位：千円未満切捨） 

当 期           

平成11年７月１日から 

平成12年６月30日まで 

前 期           

平成10年７月１日から 

平成11年６月30日まで 

比 較 増 減 

（△は減） 

期  別 

 

 

科  目 金 額 百 分 比 金 額 百 分 比 金 額 

  ％  ％  

売 上 高                7 2 , 5 1 8 , 9 2 3  100.0 4 5 , 7 1 5 , 2 1 1  100.0 2 6 , 8 0 3 , 7 1 2  

売 上 原 価                5 6 , 3 1 1 , 8 0 2 77.7 3 5 , 7 5 7 , 2 7 0 78.2 2 0 , 5 5 4 , 5 3 2 

売 上 総 利 益                   1 6 , 2 0 7 , 1 2 0 22.3 9 , 9 5 7 , 9 4 0  21.8 6 , 2 4 9 , 1 8 0  

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費                1 1 , 6 1 4 , 2 5 8 16.0 6 , 8 2 6 , 8 2 8 15.0 4 , 7 8 7 , 4 3 0  

営 業 利 益                   4 , 5 9 2 , 8 6 2  6.3 3 , 1 3 1 , 1 1 2  6.8 1 , 4 6 1 , 7 4 9  

営 業 外 収 益                1 , 3 1 0 , 8 4 9  1.8 6 0 9 , 2 0 7  1.3 7 0 1 , 6 4 2  

受 取 利 息 5,379  6,097  △718 

受 取 配 当 金 385,778  345  385,433 

有 価 証 券 売 却 益 103,032  117,260  △14,227 

情 報 機 器 使 用 料 370,624  230,230  140,394 

テ ナ ン ト 収 入 125,037  62,877  62,159 

営 業 協 賛 金 収 入 74,411  42,003  32,408 

そ の 他 の 営 業 外 収 益 246,585  150,393  96,191 

営 業 外 費 用                7 1 , 2 4 6  0.1 9 1 , 4 2 1  0.1 △2 0 , 1 7 4  

 支 払 利 息 57,587  55,198  2,389 

 新 株 発 行 費 －  36,222  △36,222 

 上 場 準 備 費 用 10,992  －  10,992 

   そ の 他 2,667  －  2,667 

経 常 利 益                   5 , 8 3 2 , 4 6 4  8.0 3 , 6 4 8 , 8 9 9  8.0 2 , 1 8 3 , 5 6 5  

特 別 利 益                － － 1 3 3  0.0 △1 3 3  

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 －  133  △133 

 特 別 損 失                1 9 , 4 9 7  0.0 4 5 , 4 3 8  0.1 △2 5 , 9 4 1  

固 定 資 産 除 却 損 －  2,753  △2,753 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 19,497  1,395  18,101 

過年度役員退職慰労引当金繰入額 －  41,289  △41,289 

税 引 前 当 期 純 利 益                   5 , 8 1 2 , 9 6 7  8.0 3 , 6 0 3 , 5 9 4  7.9 2 , 2 0 9 , 3 7 3  

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,935,000 4.0 1,944,557 4.3 990,442 

過年度法人税、住民税及び事業税 119,700 0.2 － － 119,700 

法 人 税 等 調 整 額 △36,156 △0.0 － － △36,156 

当 期 純 利 益                   2 , 7 9 4 , 4 2 4  3.8 1 , 6 5 9 , 0 3 7  3.6 1 , 1 3 5 , 3 8 6  

前 期 繰 越 利 益 711,734  580,647  131,087 

過 年 度 税 効 果 調 整 額 176,156  －  176,156 

当 期 未 処 分 利 益                   3 , 6 8 2 , 3 1 5   2 , 2 3 9 , 6 8 4   1 , 4 4 2 , 6 3 0  
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重要な会計方針         
 

１. 有価証券の評価基準及び評価方法 

 

        取引所の相場のある有価証券   移動平均法による低価法（切放し方式） 

        取引所の相場のない有価証券   移動平均法による原価法 

 

 

２. 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

   

          商     品         売価還元法による原価法 

 

 

３． 固定資産の減価償却の方法 

 

        有形固定資産                法人税法の規定に基づく定率法 

                                                ただし、平成10年４月１日以降に取得した 

                                                建物（建物附属設備を除く）については、 

                                                定額法を採用しております。 

 

                無形固定資産                    自社利用のソフトウェアは、社内における 

                                                利用可能期間(５年)に基づく定額法によっ 

                                                ております。 

                                                                                                        
        長期前払費用                法人税法の規定に基づく定額法 

 

 

４．引当金の計上基準 

 

        貸 倒 引 当 金                債権の貸倒れによる損失に備えるため、法 

                                                人税法の規定に基づく繰入限度相当額のほか、 

                          個別に債権の回収可能性を検討して計上                    

                        することとしております。 

        

 

               役員退職慰労引当金               役員の退職慰労金の支給に備えるため、当 

                                                社内規に基づく期末要支給見積額を計上し 

                                                ております。 

 

  

５．リース取引の処理方法 

 

        リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・    

        リース取引については           、通常の賃貸借取引      に係る方法に準じた会計処理に 

        よっております。 

 

 

６．消費税等の会計処理 

 

        税抜方式によっております。 

 

７．追加情報 
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（１） 自社利用ソフトウェア 

 

                前期まで投資等の「長期前払費用」に計上していた自社利用のソフトウェアについ 

                ては、「研究開発費及びソフトウェアの会計処理に関する実務指針」(日本公認会計 

                士協会 会計制度委員会報告第12号  平成11年３月31日) の経過措置の適用により、 

                従来の会計処理方法を継続して採用しております。ただし、同報告により上記に係 

                るソフトウェアの表示については、当期より投資等の「長期前払費用」から無形固 

                定資産の「ソフトウェア」に変更し、減価償却の方法については、社内における利 

                用可能期間(５年)に基づく定額法によっております。 

 

                

（２） 税効果会計の適用 

 

                当期より税効果会計を適用して財務諸表を作成しております。これに伴い従来の税 

                効果会計を適用しない場合と比較し、繰延税金資産212,313千円（流動資産159,775 

                千円、投資等52,537千円）が新たに計上されるとともに、当期純利益は36,156千円、 

                当期未処分利益は212,313千円多く計上されております。 
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注 記 事 項         
 

（貸借対照表関係） 
 （ 当 期 ）  （ 前 期 ） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 
    1,507,749千円      847,143千円 

     

 （ 当 期 ）  （ 前 期 ） ２．担保提供資産及びその対応債務  
  （１）担保に供している資産     

土 地                   3,114,479千円  3,114,479千円    
建 物              695,866千円  720,042千円 

計       3,810,345千円       3,834,522千円 

     
  （２）上記に対応する債務     

短 期 借 入 金                   2,225,576千円  －  千円 
一年内返済予定長期借入金                  587,400千円      578,400千円 

長 期 借 入 金                      742,200千円  676,600千円 

計       3,555,176千円       1,255,000千円 
 
 

 （ 当 期 ）  （ 前 期 ） ３．偶発債務  

   関係会社の金融機関よりの借入に対し
次のとおり、債務保証を行っております。 

      
 

 

㈱リーダー       50,000千円      50,000千円 

 

（損益計算書関係） 
１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額  （ 当 期 ）  （ 前 期 ） 

給 与 手 当                   4,443,260千円  2,608,301千円    
地 代 家 賃              1,431,279千円  775,136千円 

支 払 手 数 料                   1,535,023千円       742,415千円 

減 価 償 却 費              675,763千円       489,345千円 
貸 倒 引 当 金 繰 入 額              453千円  －  千円 

役員退職慰労引当金繰入額                   6,312千円       8,312千円 
     

(費用の割合)     

販 売 費 に 属 す る 費 用              約73％  約74％ 
一般管理費に属する費用              約27％  約26％ 

 
 

２．固定資産除却損の内訳  （ 当 期 ）  （ 前 期 ） 

器 具 備 品              －  千円  2,335千円 
建 物              －  千円       417千円 

計  －  千円  2,753千円 
 

３．情報機器使用料は、当社情報システムへの登録及びこれを通じた商品販売情報の提供等、当社の情報機器使
用の対価として収受しているものであります。 

 

（リース取引関係） 
 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

 （１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 
  （ 当 期 ）  （ 前 期 ） 

  器 具 備 品  器 具 備 品 

取 得 価 額 相 当 額  730,646千円  600,760千円 

減 価 償 却 累 計 額 相 当 額  465,217千円  201,755千円 

期 末 残 高 相 当 額  265,429千円  399,005千円 
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（２）未経過リース料期末残高相当額 

  （ 当 期 ）  （ 前 期 ） 

１ 年 内  149,267千円  140,465千円 

１ 年 超  124,411千円  177,612千円 

計  273,678千円  318,077千円 
 

（３）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

 
  （ 当 期 ）  （ 前 期 ） 

支 払 リ ー ス 料  183,484千円  104,732千円 
減 価 償 却 費 相 当 額  177,374千円  100,344千円 

支 払 利 息 相 当 額  6,198千円  3,969千円 
 

（４）減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
 

（５）利息相当額の算定方法 
    リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法について        

    は、利息法によっております。 
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利 益 処 分 案             
 

（単位：千円未満切捨） 

当 期           

平成11年７月１日から 
平成12年６月30日まで 

前 期           

平成10年７月１日から 
平成11年６月30日まで 

比 較 増 減 

（△は減） 

期  別 

 
 

科  目 金 額           金 額           金 額 

当 期 未 処 分 利 益  3 , 6 8 2 , 3 1 5    2 , 2 3 9 , 6 8 4  1 , 4 4 2 , 6 3 0  

上記を次のとおり処分いたします。 

利 益 準 備 金 5,000 3,000 2,000 

配 当 金 49,900 24,950 24,950 

 （１株につき５円） （１株につき５円）  

別 途 積 立 金 2,800,000 1,500,000 1,300,000 

計 2,854,900 1,527,950 1,326,950 

次 期 繰 越 利 益  8 2 7 , 4 1 5  7 1 1 , 7 3 4  115,680 
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有 価 証 券 の 時 価 等             
 
 

  当連結会計年度については、連結財務諸表における注記事項として記載しております。 

 
      （単位：千円未満切捨） 

前 期           
（平成11年６月30日現在） 

期  別 
 

 
種  類 

貸借対照表

計 上 額 
時 価 評 価 損 益 

（１）流動資産に属するもの    

 株 式 142,462 452,200 309,737 

 債 券 － － － 

 そ の 他 268,386 399,000 130,613 

 小 計 410,849 851,200 440,350 

（２）固定資産に属するもの    

 株 式 122,930 453,330 330,399 

 債 券 － － － 

 そ の 他 － － － 

 小 計 122,930 453,330 330,399 

 合 計 533,779 1,304,530 770,750 

 
（注）１．時価の算定方法 

    （１）上場有価証券               東京証券取引所の最終価格によっております。 
        （２）店頭売買有価証券                日本証券業協会が公表する最終売買価格等によっております。 

        （３）非上場の証券投資信託の受益証券  基準価格で算出しております。 

   ２．開示の対象から除いた有価証券の貸借対照表計上額 
     

     
流動資産に属するもの     

クローズド期間内の証券投 

資信託の受益証券 

  

100,000千円 

  

固定資産に属するもの     

クローズド期間内の証券投 
資信託の受益証券 

  店頭売買株式を除く非上場株式 

 
10,000千円 

72,740千円 

  

 （うち関係会社株式）  (65,600千円)   
 

 
 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 
 

 
当連結会計年度については、連結財務諸表における注記事項として記載しております。 

 

    前期（平成10年７月１日から平成11年６月30日まで） 
 

      当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 
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税効果会計関係 
 
 

 

１． 繰延税金資産の発生の主な原因別内訳 

                                    （単位：千円） 

（流動資産）  

未払事業税否認 144,586 

投資有価証券評価損否認 8,208 

その他 6,980 

小計 159,775 

  

（投資その他資産）  

役員退職慰労引当金 23,540 

減価償却限度超過額 26,461 

その他 2,535 

小計 52,537 

繰延税金資産合計 212,313 

  

 

２． 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の 

負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

                                          

法定実効税率（調整） 42.1% 

交際費等永久に損金にされない項目 0.2% 

住民税均等割等 1.2% 

同族会社の留保金課税 5.0% 

その他 1.4% 

税効果会計適用後の法人等の負担率 49.9% 

  

  
 

 
 

 

 

役 員 の 異 動           
 
 

 該当事項はありません。 


